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世界銀行、アジア開発銀行（ADB）
の方針転換と日本の責任



世界銀行

• 途上国の経済開発、インフラ整
備、貧困削減などを支援

• 長期・低利の融資や技術支援な
ど

• お金の出どころ
• 加盟国（日本・アメリカなど）の

出資

…日本は第二位の出資国

• 国際金融市場でからの資金調達

アジア開発銀行（ADB）

•  アジア太平洋地域の開発支援≒
アジア版の世銀

• 長期・低利の融資や技術支援な
ど

• お金の出どころ
• 加盟国の出資

…日本はアメリカと並んで最大の出
資国

• 国際金融市場からの資金調達



世界銀行による原子力支援

• 世銀は、1959年のイタリア南部のガリリアーノ原子力発電所への約4,000
万米ドルの融資を行ったのが唯一かつ最後の原発への資金提供

• 2013年の世界銀行グループ・エネルギー部門指針において、「原子力に
対して融資・技術協力を行わない」と注記している（p.14）。理由として、
安全性、核不拡散、世銀グループのこの分野での専門性の欠如をあげてい
る

• 今年6月10日の理事会で「原発融資の解禁について決定した」と報じられ
ている。実際には、「決定」ではなく、「IAEAと協定を締結します」と
いう報告であった？ 今後、エネルギー指針の改定が行われる？

• 6月26日にはIAEAと協定を締結。

https://documents1.worldbank.org/curated/en/745601468160524040/pdf/795970SST0SecM00box377380B00PUBLIC0.pdf


アジア開発銀行（ADB）の原子力支援

• 1966年に設立されて以来、原子力に対する直接的な支援は一度
もない。

• 2009年のエネルギー政策の中で「ADBは原子力発電への融資は
行わない」とした。

「ADBは原子力発電への融資を行わない。その主な理由は、環境および
社会への影響、巨額の初期投資コスト、長い建設期間、燃料供給の問題、
そして安全上の懸念（放射能汚染のリスク、廃棄物管理、核拡散を含
む）である。」

→現在のエネルギー政策もこれを踏襲

• 現在、2021年のエネルギー政策の見直しが行われているが、そ
の中で、原子力への支援を解禁しようとしている。

https://www.adb.org/sites/default/files/institutional-document/32032/energy-policy-2009.pdf


ADB2021年エネルギー政策

ADBは原子力エネルギーへの投資を融資し
ない。

ADBは、原子力エネルギーが低炭素の基盤
電力を提供できる能力を持つことから、低
炭素移行におけるその役割を認識しており、
必要に応じて、長期的なエネルギー計画お
よび気候戦略の策定に原子力に関する分析
を含める。

しかしながら、原子力拡大には核拡散、廃
棄物管理および安全性に関わるリスク、な
らびにADBの資源に比して非常に高い投資
コストを含む多くの障害が存在するため、
ADBは原子力発電への投資を融資しない。

見直し案

ADBは、DMCs（途上加盟国）がエネルギー
ミックスにおける潜在的な技術として原子力
発電を探求することを支援する。
ADBは、原子力発電が電力部門の排出削減お
よびエネルギーの安全性、信頼性、そして経
済性を強化するうえでの役割を認識する。
ADBは、発電拡大計画に原子力技術を含めよ
うとするDMCsを支援する用意がある。
この支援は、主として、将来的に行われるイ
ンフラ投資を見据えて、人材および制度的能
力を構築・強化することに焦点を当てる。
それは、投資のライフサイクルコストや、安
全性、セキュリティ、保障措置、規制能力、
廃棄物管理、廃炉、そして核不拡散などに関
する課題を考慮に入れつつ、最先端の原子力
発電投資のための整備された環境を育成する
ことを含む。



2023年COP28「原発発電容量３倍」宣言
• アメリカ主導で12月2日採択

• 正式なCOP28の採択文書ではない。有志国（23か国）による宣言文。

• アメリカ、ブルガリア、カナダ、チェコ、フィンランド、フランス、ガー
ナ、ハンガリー、日本、韓国、モルドバ、モンゴル、モロッコ、オランダ、
ポーランド、ルーマニア、スロバキア、スロベニア、スウェーデン、ウク
ライナ、アラブ首長国連邦、イギリス、アルメニア

• 「異なる国内事情を認識しつつ、原子力発電容量を2020年から2050年ま
でに3倍にするという世界的な目標を前進させるために協力する」

• 「世界銀行、地域開発銀行（アジア開発銀行など）などの株主に対して、
融資政策に原発を含め、積極的に支援することを奨励する」など

再エネ：「2030年までに世界全体の再生可能エネル
ギーの発電容量を3倍に引き上げる」123か国が賛同



NGOによるアクション

• 8月6日、世銀およびADB宛てに共同書簡と質問書を送付

• 8月21日、ADBの原発に関する協議会合に参加
→日本からの参加者含む多くの参加者が、原子力支援に関して疑問を表
明。意味のある回答は得られなかった。

→見直しプロセスがおざなりであることにも疑問が呈された

• 8月22日、ADBおよび理事に対して追加質問を発出

• 9月1日、世界26の国・地域の64の団体が国際署名をキックオフ

https://foejapan.org/issue/20250806/25312/
https://foejapan.org/issue/20250822/25438/
https://foejapan.org/issue/20250901/25583/


NGO側の主たる主張
• 両機関が原発支援を行ってこなかった理由（①核拡散、②安全性、③放射

性廃棄物、④高いコスト）は解消されておらず、それにもかかわらず方針
を変更することは、正当化されない。

• ひとたび事故が起きれば、広範囲にわたる長期的な環境汚染と深刻な社
会・経済的混乱を引き起こす

• 事故が起こらなくても、ライフサイクル全体のすべての段階で放射性物質
を環境中に放出。ウラン採掘の際、先住民族の土地収奪や環境被害も

• ほとんどの国で、核廃棄物の最終処分場すら決まっていない

• テロ対策を名目に、情報が秘匿される

• 再エネの普及を遅らせる。気候危機に対応できない

• 巨額の費用

• 途上国に対して、現在世代および将来世代に深刻な長期的危険と莫大な経
済的負担を課す



世界的な発電費用の推移

原発の費用は2009年から1.5倍に増加
太陽光・風力は劇的に減少
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建設費：5,496億円
追加安全対策費：1,707億円

7,203億円

（発電コスト検証ワーキンググループ（第５回
会合、2024年12月16日） 資料２）

世界の原発の建設費と政府試算の「建設費」

日本政府がコスト試算に用いている数値

政府の試算は、大幅に過小評価！

FoE Japan「福島の今とエネルギーの未来2025」 10



投資は再エネへ

出典：A Mycle Schneider Consulting Project, “The World Nuclear Industry 
Status Report 2024” , p.369

2023 年の再エネへの新規投資額は、6,230 億米ドル。原発の
27倍。
蓄電技術への投資も進み、原子力への投資額を上回った。
原発への投資額は、2023 年は230 億米ドル。



•

•

•

2014 年には風力発電が、

2017 年には太陽光の累

積導入量が原発を上

回った。

2023 年、太陽光発電の

累積の設備容量は

1.5TW（テラワット）

に。これは、原発の設

備容量（約370 ギガ

ワット）の約4 倍

2022年、再エネ（水力

を除く）発電設備への

総投資額は前年比35%

の4,950 億米ドル。原

発への投資額の14 倍。

FoE Japan「福島の今とエネルギーの未来2024」（2024年3月15日）

https://foejapan.org/wpcms/wp-content/uploads/fukuene2024_web.pdf
https://foejapan.org/wpcms/wp-content/uploads/fukuene2024_web.pdf
https://foejapan.org/wpcms/wp-content/uploads/fukuene2024_web.pdf
https://foejapan.org/wpcms/wp-content/uploads/fukuene2024_web.pdf
https://foejapan.org/wpcms/wp-content/uploads/fukuene2024_web.pdf
https://foejapan.org/wpcms/wp-content/uploads/fukuene2024_web.pdf
https://foejapan.org/wpcms/wp-content/uploads/fukuene2024_web.pdf
https://foejapan.org/wpcms/wp-content/uploads/fukuene2024_web.pdf
https://foejapan.org/wpcms/wp-content/uploads/fukuene2024_web.pdf


誰が得をするのか？

誰がリスクとコストを負うのか？

誰が責任を負うのか？
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